
資料３

空き家の現状等



賃貸・売却用及び
二次的住宅を除く
空き家

賃貸用の空き家、売却用の空き家及び二次的住宅以外の人が住んでいない住宅で、例えば、転
勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建て替えなどのために取り壊すこ
とになっている住宅など（注：空き家の種類の判断が困難な住宅を含む。）

賃貸用の空き家 新築・中古を問わず、賃貸のために空き家になっている住宅

売却用の空き家 新築・中古を問わず、売却のために空き家になっている住宅

二次的住宅

（別荘）
週末や休暇時に避暑・避寒・保養などの目的で使用される住宅で、ふだんは人が
住んでいない住宅

（その他）
ふだん住んでいる住宅とは別に、残業で遅くなったときに寝泊まりするなど、たまに
寝泊まりしている人がいる住宅

住宅 居住世帯のある住宅

居住世帯のない住宅 一時現在者のみの住宅

建築中の住宅

二次的住宅
別 荘

その他◆空き家の定義

住宅以外で人が
居住する建物
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（参考）住宅・土地統計調査における「空き家」の定義

売却用の空き家

賃貸用の空き家

賃貸・売却用及び二次的住宅

を除く空き家
（※H30調査までは「その他の住宅」）

空き家



１.空き家の現状（1/4）

①空き家数の推移

○本市のR5の住宅総数は427,800戸で前回調
査（H30）より増加した。

○R5の空き家数は55,200戸で増加傾向である
が、住宅総数に占める割合（空き家率）はR5
で12.9％で、H30から0.7ポイント低下した。

○本市の空き家率を全国及び政令市と比較する
と、全国値（13.8％）よりも0.9ポイント低く、
政令市平均（12.1％）よりは0.8ポイント高く
なっている。

➁空き家率（全国・政令市比較）

令和5年住宅・土地統計調査（総務省）結果より
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○種類別空き家数では、「その他の空き家（賃貸・
売却用又は二次的住宅を除く空き家）」がH30
からR5で4,600戸増加した。また賃貸用の空き家
では、H30からR5で3,900戸の減少となった。

③種類別空き家の状況
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○R5では「賃貸用の空き家」が55.3%と最も
多く、次いで「その他の空き家」が40.2%とな
り、双方で95.5％を占めている。
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１.空き家の現状（2/4）



⑤腐朽・破損の有無別空き家数割合

○空き家数全体の77.5%が「腐朽・破損なし」、
22.5%が「腐朽・破損あり」である。

○種類別の腐朽・破損ありの割合は、「賃貸用の
空き家」が21.6%、「その他の空き家」が
24.8%となっている。

④建て方別・種類別空き家数割合

○一戸建では「その他の空き家」が83.8%を占
めている。

○長屋建では「その他の空き家」が54.8%、「賃
貸用の空き家」が41.9%である。

○共同住宅では、約7割が「賃貸用」、約3割が
「その他の空き家」となっている。
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１.空き家の現状（3/4）



○空き家数は、堺区が一番多く、次いで北区が
多くなっている。

○空き家率は、堺区が16.7%で一番高く、次
いで南区が14.2%で高くなっている。

⑥区別の空き家数（種類別）と空き家率
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○空き家率は、堺区、西区、東区、北区で低下
傾向を示している。

○中区、美原区では概ね横ばいか微増の傾向で
ある。

○南区では上昇傾向を示している。
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⑦区別の空き家率の推移

１.空き家の現状（4/4）



市内の一戸建及び長屋建の空家等の実態を把握し、所有者に対して空家等の適正管理・利活用を促進して
いくため及び「堺市空家等対策計画」改訂の基礎資料収集のため、堺市全域の空家等の実態調査を実施。

・対象エリア：堺市全域
・対象とする住宅：一戸建、長屋建
・調査期間：令和6年６月～令和７年3月
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利用データ
・水道の閉栓情報
・登記情報、地番参考図及び航空写真
・令和元年度空家等実態調査の結果
・これまで市に相談のあった空き家位置情報

現地調査（外観調査）
・場所、居住状況等

↓
・空家等の判定

↓
・建物の老朽度など

空家等情報の集計・整理

R7年度予定
空家等所有者意識調査（空家の管理活用意向アンケート）

対象外
（居住中、新築、
建設中、更地等）

空家等候補リストの作成

＜調査のフロー＞

２.令和6年度空家等実態調査の概要（1/2）



12月末までに現地調査を終え、速報値は7,607戸となっています。

令和元年度から令和6年度の期間において、2,789戸（約41%）の空家が利活用等されていま

す。一方で、新たに3,596戸の空家が増えています。
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2,789戸 4,011戸 3,596戸

7,607戸（令和6年度実態調査結果）

6,800戸（令和元年度実態調査結果）

堺区 中区 東区 西区 南区 北区 美原区

令和元年度 1,854 875 879 1,480 552 760 400

令和6年度 1,859 1,023 1,113 1,652 610 876 474

増減 5 148 234 172 58 116 74

各区の結果は、以下のとおりとなっています。

堺区では、空家戸数は、ほぼ変わっていませんが、東区では、234戸の空家が増えています。

○令和6年度空家等実態調査の結果（速報値）

２.令和6年度空家等実態調査の概要（2/2）



３.空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律の概要 令和５年６月１４日公布
令和５年１２月１３日施行

①空家等活用促進区域 （例）中心市街地、地域の再生拠点、観光振興を図る区域等

◼ 市区町村が区域や活用指針等を定め、用途変更や建替え等を促進
◼ 市区町村長から所有者に対し、指針に合った活用を要請
②財産管理人による所有者不在の空家の処分（詳細は３．③後掲）

③支援法人制度
◼市区町村長がNPO法人、社団法人等を空家等管理活用支援法人に指定
◼所有者等への普及啓発、市区町村※から情報提供を受け所有者との相談対応（※事前に所有者意向）
◼市区町村長に財産管理制度の利用を提案

１．活用拡大

○使用目的のない空家は、この20年で1.9倍。今後も増加。（1998年）182万戸→（2018年）349万戸→（2030年見込み）470万戸

○除却等のさらなる促進に加え、周囲に悪影響を及ぼす前の有効活用や適切な管理を総合的に強化。

改正の要旨

①特定空家※化を未然に防止する管理 ※周囲に著しい悪影響を及ぼす空家

◼ 放置すれば特定空家になるおそれのある空家（管理不全空家）に対し、管理指針に即した措置を、市区町村から指導・勧告
◼ 勧告を受けた管理不全空家は、固定資産税の住宅用地特例（1/6等に減額）を解除
②所有者把握の円滑化
◼ 市区町村から電力会社等に情報提供を要請

⇒安全確保等を前提に接道に係る前面道路の幅員規制を合理化
⇒指針に合った用途に用途変更等する場合の用途規制等を合理化

２．管理の確保

①状態の把握
◼ 市区町村長に報告徴収権（勧告等を円滑化）

②代執行の円滑化
◼ 命令等の事前手続を経るいとまがない緊急時の代執行制度を創設
◼ 所有者不明時の代執行、緊急代執行の費用は、確定判決なしで徴収
③財産管理人※による空家の管理・処分（管理不全空家、特定空家等）
◼ 市区町村長に選任請求を認め、相続放棄された空家等に対応
※所有者に代わり財産を管理・処分。 （注）民法上は利害関係人のみ請求可

３．特定空家の除却等

○所有者の責務強化
・（現行の「適切な管理の努力義務」に加え、）国、自治体の施策に協力する努力義務

法律の概要

空家の発生

管理不全

特定空家

活用

悪化の防止

除却等

＜状態＞

  【良】

  【悪】
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（参考）空家等管理活用支援法人について

堺市の空き家対策の取組

・ 宅建士
・ 弁護士
・ 司法書士
・ 建築士 などの専門家が属する団体
・ 不動産鑑定士
・ 土地家屋調査士
・ 行政書士

空き家所有者等

❶
所
有
す
る
空
き
家
に
関
す
る
相
談

❸
内
容
に
応
じ
て
、
専
門
家
が
課
題
を
解
決

（複
数
の
課
題
が
あ
れ
ば
、
別
の
専
門
家
が
解
決
）

空家等管理活用支援法人

大阪府宅地建物取引業協会堺市支部

(公社)全日本不動産協会大阪府本部

＜主な協定内容＞
・所有者等の相談対応や利活用の提案。

堺市空家等利活用支援制度

㈱クラッソーネ

＜主な協定内容＞
・解体費用、土地売却価格シミュレーターの提供。

すまいの終活naviの活用

㈱池田泉州銀行

＜主な協定内容＞
・空き家の利活用に資する金融商品の提供。

空き家対策応援ローン

堺市住宅専門家相談
・ 宅建士  （活用相談）
・ 弁護士  （法律相談）
・ 司法書士（相続相談）

❷
課
題
や
相
談
内
容
が
明
確
で
あ
る
場
合
、

堺
市
の
各
制
度
を
案
内

❷
何
を
相
談
す
れ
ば
良
い
か
分
か
ら
な
い
場
合
、

支
援
法
人
を
案
内

❸
内
容
に
応
じ
て
、
制
度
申
込
み

課題解決

❶
所
有
す
る
空
き
家
に
関
す
る
相
談

利活用？ ？

各協定団体と
連携して実施

申請により指定
市の補完的役割

㈱鎌倉新書

＜主な協定内容＞
・冊子の制作・印刷や終活に関する相談対応。

すまいのプランニングノート

【指定要件の概要】
□市内に事務所を有すること
□市内において、５年以上空家等対策を実
施していること

□少なくとも、宅建士・弁護士・司法書士・建
築士が所属する法人であること

□居住支援法人に所属する者が所属する法
人であること

【求める業務の概要】
□専門家が連携して相談対応を行い、伴走
的な支援を実施すること

□空き家を活用した住宅確保要配慮者に対
する居住支援の取組を行うこと

【その他】
□指定の期間は令和7年4月1日から令和10
年3月31日までとする

空家等対策に取り組む市町村の補完的な役割を果たしていくことを目的に創設された支援法人制度に
ついて、以下のとおり要件等を公表し、令和7年2月に申請を受付します。空き家所有者等に対する伴
走的な支援や空き家を活用した居住支援の取組により、空家等対策を進めます。
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【空家等対策の推進体制】 

（１）相談窓口の整備 

（２）庁内の連携体制

（３）関係団体との連携

（４）有識者・専門家からの意見聴取 

（５）重点地区においては、国等の支援策の活用を検討

 

 【計画の位置づけ】

・「堺市基本計画2025」を上位計画とし、空家等対策
の推進に関する特別措置法第７条に基づく計画

・「堺市空家等対策計画」を「さかい 魅力・安心 住まい
プラン （堺市住生活基本計画）」における部門別
計画として、同プランに統合（R4.6）

 【基本方針】

１．空家等の所有者等による管理の原則 

２．空家等の活用・流通の促進

３．管理不全な空家等に対する対応 

４．地域（市民）・関係団体等との連携 

【空家等対策の取組み方針】
１．空家化の予防対策 
（１） 所有者等への働きかけ・啓発 
（２） 空家等の所有者相談窓口の設置・運用 
（３） 空家等管理事業の活用促進

２．空家等の活用・流通対策 
（１） 空家等活用の専門家との連携 
（２） 専門家への相談機会の提供
（３） 定住促進や子育て世帯の居住促進施策等

との連携

３．管理不全な空家等に対する対策 
（１） 所有者への注意喚起 
（２） 特定空家等への対応 
（３） 他の法律等による対応 

空家等対策を総合的かつ計画的に推進していく際の指針を示すことを目的とする空家等対策計画を
策定（R4一部改訂） 。計画期間：令和3年度～12年度 （「さかい 魅力・安心 住まいプラン」に統合）

（参考）堺市空家等対策計画の概要
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